
附属明細書

（１）固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

期 首 当 期 当 期 期 末 差 引 当 期

残 高 増 加 額 減 少 額 残 高 当期償却額 当期減損額 末 残 高

建物 2,957,004,182 － － 2,957,004,182 1,979,306,582 59,590,146 － － 977,697,600

構築物 87,052,381 － － 87,052,381 87,044,350 13,080 － － 8,031

器具・備品 61,325,733 11,464,200 37,238,084 35,551,849 23,880,573 3,639,932 － － 11,671,276

計 3,105,382,296 11,464,200 37,238,084 3,079,608,412 2,090,231,505 63,243,158 － － 989,376,907

建設仮勘定 - 2,014,492 － 2,014,492 - - － － 2,014,492

計 - 2,014,492 － 2,014,492 - - － － 2,014,492

建物 2,957,004,182 － － 2,957,004,182 1,979,306,582 59,590,146 － － 977,697,600

構築物 87,052,381 － － 87,052,381 87,044,350 13,080 － － 8,031

器具・備品 61,325,733 11,464,200 37,238,084 35,551,849 23,880,573 3,639,932 － － 11,671,276

建設仮勘定 - 2,014,492 － 2,014,492 - - － － 2,014,492

計 3,105,382,296 13,478,692 37,238,084 3,081,622,904 2,090,231,505 63,243,158 － － 991,391,399

電話加入権 112,000 － － 112,000 － － － － 112,000

施設利用権 1,711,500 － － 1,711,500 1,711,500 － － － -

ソフトウェア 990,000 － － 990,000 330,000 198,000 － － 660,000

計 2,813,500 － － 2,813,500 2,041,500 198,000 － － 772,000

長期前払費用 3,974,186 15,589,328 6,508,019 13,055,495 － － － － 13,055,495

敷金・保証金 104,000 － － 104,000 － － － － 104,000

計 4,078,186 15,589,328 6,508,019 13,159,495 － － － － 13,159,495

（２）棚卸資産の明細

（単位：円）

当期購入・

製造・振替

238,549 488,200 - 503,970 - 222,779

払出・振替

切手等

その他
種　　　類

有形固定資
産（減価償
却費）

当期増加額

貯蔵品

投資その他
の資産

非償却資産

有形固定資
産合計

減 損 損 失 累 計 額
摘要

当期減少額

無形固定資
産

期末残高 摘　　　要
その他

資 産 の 種 類
減 価 償 却 累 計 額

期首残高
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（３）長期借入金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率（％） 返済期限 摘　　　要

11,520,000 9,216,000 無利子借入金

(2,304,000) (2,304,000)

5,760,000 4,608,000

(1,152,000) (1,152,000)

2,880,000 2,304,000 無利子借入金

(576,000) (576,000)

2,880,000 2,304,000 無利子借入金

(576,000) (576,000)

17,280,000 13,824,000

(3,456,000) (3,456,000)

（注）　（　　）内は一年以内返済予定の長期借入金を表示しております。

（４）賞与引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

20,866,466 21,404,759 20,866,466 －

（５）退職給付引当金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要

4,779,248 3,240,864 －

4,779,248 3,240,864 －

4,779,248 3,240,864 －

（６）預り敷金・保証金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要

416,943,048 1,566,000 55,174,300

（７）資産除去債務の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要

16,835,500 - -

16,835,500 - -

（注）上記資産除去債務に対応する除去費用等は、独立行政法人会計基準第91条による特定された除去費用等には該当しておりません。

計 16,835,500

－ 3,456,000

区　　　分 期末残高

不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務 16,835,500

期末残高

当期増加額

政府借入金

区　　　分

地方公共団体借入金

（福岡県）

合計

363,334,748

区　　　分

預り敷金・保証金

1,152,000

区　　　分

－
（福岡市）

摘　　　要

期末残高

8,020,112

21,404,759

－ 令和12年3月

期末残高

576,000

2,304,000

－

令和12年3月－

－

－

576,000 令和12年3月－

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

8,020,112

8,020,112

賞与引当金

区　　　分

退職給付債務合計額

期首残高
当期減少額
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（８）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

補助金等の明細

（単位：円）

（９）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

(-) (-)

-

-

〔注記事項〕

  １．役員給与及び退職手当　：　独立行政法人空港周辺整備機構役員給与規程及び役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

  ２．職員給与及び退職手当　：　独立行政法人空港周辺整備機構職員給与規程及び職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

  ３．役職員給与支給人員　：　年間平均支給人員数となっております。

  ４．（　　）内の数値は、非常勤役員、非常勤職員及び嘱託員に係るもので外数です。

当期交付額

50,264

(13,711) (5)

26

－98,875,734

0

-

(-)

支給人員

退職手当

支給額

-

(-)

(3,000) (1)

98,543,907

資本剰余金
建設仮勘定
補助金等

左の会計処理内訳

－－

預り
補助金等

資産見返
補助金等

役　　　員

331,827

－

－

331,827

－

－

区　　　分

国庫補助金

3

計

2,667,089 －

支給人員

－101,542,823

地方公共団体補助金

報酬又は給与

区　　　分 摘　　　要
収益計上

支給額

2,667,089－

101,210,996

合　　　計
(6)

29 0

(-)
職　　　員

279,302

229,039

(16,711) (-)
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（１０）セグメント情報
（単位：円）

再開発整備
事業

移転補償
事業

緑地造成
事業

住宅騒音防止
対策事業

計 法人共通 合   計

損益計算書上の費用合計 600,859,477 94,803,816 9,128,839 63,891,669 768,683,801 194,831,486 963,515,287

行政コスト 600,859,477 94,803,816 9,128,839 63,891,669 768,683,801 194,831,486 963,515,287

事業費用

業務費 598,584,332 94,798,645 9,127,508 63,884,928 766,395,413 - 766,395,413

人件費 53,022,310 63,226,190 7,501,500 34,723,304 158,473,304 - 158,473,304

その他経費 484,453,254 31,404,403 1,598,008 29,021,587 546,477,252 - 546,477,252

賃借料 261,226,210 - - - 261,226,210 - 261,226,210

租税公課 32,796,000 290,000 - - 33,086,000 - 33,086,000

業務委託費 33,888,200 18,557,000 - 289,303 52,734,503 - 52,734,503

修繕費 103,813,098 - - - 103,813,098 - 103,813,098

助成費 - - - 27,007,324 27,007,324 - 27,007,324

その他 52,729,746 12,557,403 1,598,008 1,724,960 68,610,117 - 68,610,117

減価償却費 61,108,768 168,052 28,000 140,037 61,444,857 - 61,444,857

一般管理費 - - - - - 194,744,498 194,744,498

人件費 - - - - - 140,780,544 140,780,544

その他経費 - - - - - 51,967,653 51,967,653

減価償却費 - - - - - 1,996,301 1,996,301

財務費用 2,275,143 5,171 1,331 6,741 2,288,386 86,988 2,375,374

600,859,475 94,803,816 9,128,839 63,891,669 768,683,799 194,831,486 963,515,285

事業収益

業務収入 671,647,924 - - - 671,647,924 - 671,647,924

受託収入 - 173,229,380 18,932,071 - 192,161,451 - 192,161,451

補助金等収益 - - - 101,497,897 101,497,897 - 101,497,897

国庫補助金収益 - - - 98,830,808 98,830,808 - 98,830,808

- - - 2,667,089 2,667,089 - 2,667,089

負担金収益 - - - 1,607,276 1,607,276 - 1,607,276

資産見返補助金等戻入 6,840,436 - - - 6,840,436 - 6,840,436

財務収益 8,837,671 - - - 8,837,671 3,213,698 12,051,369

雑益 12,220,298 - - - 12,220,298 2,190 12,222,488

699,546,329 173,229,380 18,932,071 103,105,173 994,812,953 3,215,888 998,028,841

※ △ 63,743,486 △ 78,425,564 △ 9,803,232 △ 39,213,504 △ 191,185,786 191,185,786 -

事業損益 34,943,368 - - - 34,943,368 △ 429,812 34,513,556

臨時損失

固定資産除却損 2 - - - 2 - 2

2 - - - 2 - 2

当期純損益 34,943,366 - - - 34,943,366 △ 429,812 34,513,554

当期総損益 34,943,366 - - - 34,943,366 △ 429,812 34,513,554

流動資産 1,682,721,667 1,700,265 970,714 5,365,561 1,690,758,207 460,384,426 2,151,142,633

現金及び預金 1,675,804,227 - - 5,143,920 1,680,948,147 447,663,928 2,128,612,075

その他 6,917,440 1,700,265 970,714 221,641 9,810,060 12,720,498 22,530,558

固定資産 1,002,767,588 - - 134,775 1,002,902,363 2,420,531 1,005,322,894

建物 977,697,600 - - - 977,697,600 - 977,697,600

構築物 8,031 - - - 8,031 - 8,031

その他 25,061,957 - - 134,775 25,196,732 2,420,531 27,617,263

2,685,489,255 1,700,265 970,714 5,500,336 2,693,660,570 462,804,957 3,156,465,527

　※　繰出金・繰入金は各セグメント間の内部振替項目であります。

計

繰出金・繰入金

Ⅳ 臨時損益等

計

Ⅴ 総資産

98,970,764

Ⅲ
事業費用、事業収益
及び事業損益

計

地方公共団体補助金収益

計

△ 24,732,237 4,808,413 541,012 103,068,097 83,685,285 15,285,479

令和7年度

Ⅰ 行政コスト

Ⅱ
独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト
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（注）

１．事業区分の方法 事業区分については、「再開発整備事業」「移転補償事業」「緑地造成事業」「住宅騒音防止対策事業」に

区分しております。

２．各事業区分の主な内容

（１）再開発整備事業 福岡空港周辺整備計画に基づく以下の事業活動を行っております。

第一種区域内で、航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの少ない施設（騒音斉合施設）

の用に供する土地の取得造成・管理及び譲渡並びに移転跡地の有効活用を行い、騒音斉合施設

への土地利用の転換を図る事業

（２）移転補償事業 周辺整備空港の設置者又は地方公共団体の委託に基づく以下の事業活動を行っております。

第二種区域指定の際に存在した建物や土地について、所有者などから第二種区域外に移転をする

申請があれば、その建物や土地について補償をする事業

（３）緑地造成事業 周辺整備空港の設置者又は地方公共団体の委託に基づく以下の事業活動を行っております。

都市計画事業として緑地帯・騒音斉合施設等を整備し、航空機の騒音による障害の発生防止と

その地域の生活環境の改善を行うため、これに必要な用地の取得を行ったり、移転補償及び

都市計画事業により取得した土地において造成・植栽などにより緑地帯を整備する事業

（４）住宅騒音防止対策事業 第一種区域指定の際、現に所在する住宅について、航空機騒音による障害を防止し、又は

軽減するための防音工事に関し助成する事業

３．その他 総資産のうち法人共通の主なものは、定期預金（400,000,000円）です。
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